
【取組状況と課題】
（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 取組状況と課題 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

取組状況

・河川管理者と気象庁が共同で洪水予報を発表し、自治体への連絡
とマスコミ等を通じた住民への周知を行っている。
　該当なし
・河川管理者が水位周知河川と指定して、自治体への連絡とマスコミ
等を通じた住民への周知を行っている。
　1河川（中村川）

課題

課題

・避難勧告等の発令について、市では近年発令を行った事例が少な
いため、発令に係るノウハウ・実績が少ない。

小泊川は２級河川のため、現在、避難の基準を定めていない。 避難勧告判断基準の運用にあたり、タイムリーな判断・運用ができる
ための経験不足

防災担当者や住民に対する新しい情報の更なる理解促進に努める。 避難勧告等の発令基準が未策定の市町村がある。

取組状況

・指定避難所一覧を市HPで公開しており、ハザードマップにも掲載さ
れている。
・避難経路はハザードマップに表示している（洪水、津波）。
・避難施設の案内板を整備・設置している。

避難所については町のホームページへ掲載。避難経路については定
めていない。

・町ホームページに、浸水想定区域図、道路冠水想定箇所、洪水ハ
ザードマップ等を公表している。
・ハザードマップを全世帯へ配布。

津波、高潮、土砂災害を想定した避難場所を指定しているが、特別に
河川の洪水等を想定したものではない。

・市町村の指定避難所・指定緊急避難場所の指定に対する指導・助
言

・浸水想定区域図を作成し公表するなど、自治体が作成するハザード
マップの作成支援。
・1河川（中村川）において、今後５年間を目標に想定最大規模降雨に
よる洪水浸水想定区域図を作成公表。

課題

特になし。 指定避難所・指定緊急避難場所を未指定の市町村がある。

取組状況

・防災行政無線、広報車、エリアメール、ラジオ、市HPを用いて災害
時の情報伝達を行う。

防災行政用無線や広報車、緊急速報メール、防災メールにより伝達
するほか、警察や消防、水防団と連携し、直接訪問や電話をする。

・避難準備情報、避難勧告等を発令した場合は、防災行政無線・広報
車・消防団車両による広報活動や、報道機関を通して実施。
・自主防災組織等の地域コミュ二ティとの協力・連携により、避難対象
地区住民への情報周知を図る。

町として、追良瀬川及び笹内川、両河川とも警戒基準水位到達時は
防災行政無線で近傍地区に情報提供する。また、登録制メールに
よって水防団に連絡する。
その他、町内全域には気象台発表の警報の際は防災行政無線（Ｊア
ラート）で情報発信している。

新しい気象情報は、気象庁HP等で住民に直接提供している。 ・Ｌアラートによる避難勧告等情報、避難所開設情報の周知 ・水位情報、河川監視カメラ映像の情報をリアルタイムで公開
・洪水お知らせメールにより水位などの情報発信

課題

防災行政無線について、J-ALERTの自動起動は市浦地区のみであ
る。

防災メールへの登録件数が少ない。 ・発災時に地域住民が的確な行動をとることができるように避難の心
得等の周知徹底を図る必要がある。
・防災無線施設等の老朽化、更新が必要である。

特になし。 ・要配慮者施設等に対する情報伝達の方法

・災害時における防災ＨＰと県ＨＰの連携

取組状況

・市職員、市内消防組織、自主防災会と連携して避難誘導を行う。 町職員や消防署員、水防団員、自主防災組織と連携して避難誘導を
行う。

防災計画によって風水害一般として、誘導・避難路の設定等計画を作
成することとしているが、具体化はされていない。特に、洪水等におい
ては想定浸水域等の知見も乏しく、を想定した避難路・避難場所を具
体的には定めていない。

住民への防災知識の普及啓発の為に、気象庁WS（大雨）や防災紙芝
居等の教材を用意している。

課題

・近年は避難誘導につながるような災害が少ないため、有事の際の体
制構築に係るノウハウ・実績が少ない。

洪水等災害における避難・誘導計画の具体化がされていない。 防災教育を気象台職員だけで取り組んでいく事は難しい。避難勧告・
避難指示（緊急）が発令されても避難しようとしない住民が大勢居る現
状を、年に数回の出前講座だけで解決出来るとは考えられない。協
議会の取り組みの中で、学校の教員や企業に対してどうしたら避難し
ていただけるのか話し合いをもてれば良いと考える。

　②水防に関する事項

項　　目 取組状況と課題 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

取組状況

・気象台、河川国道事務所より提供のあった情報により、基準に基づ
いて避難情報を発令する。

目視による確認、水位確認サイトでリアルタイムで確認、水防団から
の情報収集。

・目視による確認及び観測サイトにてリアルタイムによる情報収集。
・水防団事務職員より直接消防団へ連絡。
・消防団事務局職員が、各水位超過ごとに、電話連絡、メール等で、
消防団に連絡する。

追良瀬川及び笹内川について、警戒基準水位に達した際に該当する
近傍地域に防災行政無線によって、周知している。 ・河川管理者が基準水位観測所の水位により水防警報を発表。

課題

特になし。

取組状況

・職員、水防団、自主防災会が連携して巡視を行う。 町職員や消防署員、水防団員と連携して河川の巡視を行う。 ・各消防団（水防団）の受け持ち区間について、出動指令を受けて巡
視を実施。
・職員・消防団（水防団）水防警報が発令された区間を主として巡視を
実施している。

出水時には、水防団による河川巡視
・重要水防箇所を公表し重点的に巡視。
・出水時には、河川管理施設を点検するため河川巡視を実施。

課題

特になし。

取組状況

・市、水防団、自主防災会がそれぞれ水防資機材を備蓄している。 公共施設や消防団詰所に土嚢1500袋、町職員及び水防団員に救命
胴衣を60着整備している。

・防災倉庫に水防資機材をストック
　土のう100袋、シート7.枚、排水ポンプ2台

町の水防倉庫に土のう２８００袋、スコップ５０丁、シート２０枚、鉄線２
０ｋｇ、排水ポンプ×２等を装備。土のうについては、各消防団にも砂
を入れた状態で各２０体装備

・各地域整備部毎等に水防資機材を備蓄。

課題

・自主防災会の市内カバー率が低く、地区によっては水防資機材の
整備が進んでいないと思われる。

特になし。

取組状況

・浸水が想定される区域に対象となる施設はない。 浸水が想定される区域に対象となる施設はない。

課題

防災拠点が水害にあう機会が少なく、代替庁舎の利用などのノウハ
ウ・実績が無い。

　③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

項　　目 取組状況と課題 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

取組状況

・市所管の機材を用いて排水を行う。
・災害の規模や排水箇所数によっては、市の協定締結先等へ排水を
依頼。

場合によっては消防団のポンプを使用して排水作業を行う。 ・協定締結先の民間業者等へ依頼し排水作業を実施。
・消防団の消防ポンプを活用した排水作業を実施。

町として排水ポンプ２機装備
その他民間建設会社へ委託

・排水施設の配備はなし。
・管理委託業者へ依頼し排水作業を実施。

課題

・協定締結先への排水依頼が行われたことがないため、有事の際の
連携などのノウハウ・実績が無い。

町として、地積が広く大雨の場合多発的に浸水被害等が発生する可
能性が大きいことから、排水ポンプの数が十分とは言えない。

・「避難勧告等のガイドライン」で避難勧告等の判断基準のひとつとし
て記載されている洪水警報の危険度分布を含む新しい気象情報の提
供を開始した（5日先までの「警報級になる可能性」、危険度を色分け
した時系列、大雨（浸水害）警報と洪水警報の危険度分布）。

・市町村の避難勧告等の発令基準策定のための指導・助言

取組状況

洪水時における河川管理者から
の情報提供等の内容及びタイミ
ング

避難勧告等の発令基準

平成２９年度ガイドラインに沿って、避難勧告等の発令基準を定めて
いる。なお、追良瀬川及び笹内川を水位周知河川に準じて警戒水位
を定めるとともに、その他の小河川についても各種警報において災害
発生の恐れのある場合は、避難勧告を発令することとしている。

・五所川原市地域防災計画にて基準を定めている。
（洪水災害、土砂災害、高潮災害、津波災害）

平成２９年１月の「避難勧告等に関するガイドライン」の改訂により、当
町の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」における基準等を改正し
ている。

・中村川
(1)避難準備情報
　　①避難判断水位８.９ｍ達し、なお水位の上昇が予想される場合
　　②氾濫危険水位（特別警戒）９.７ｍに達すると見込まれるとき
（2）避難勧告
　　①氾濫危険水位（特別警戒）9.7ｍに到達したとき
　　②氾濫危険水位以上の状態が継続し ている。
　　③異常な漏水等が発見されたとき。
（3）避難指示
　　①堤防が決壊するおそれあとき （異常な漏水の進行や亀裂等が
発見 されたとき）。
　　②決壊や越流が発生したとき。

・赤石川・鳴沢川
(1)避難準備情報
避難判断水位に到達し、当 該地域の降雨状況、予測巡視等  におい
て、さら水位の上昇が見込ま れ、避難準備情報を 発令するのが妥当
と判断されるき。
（2）避難勧告
　　①近隣河川の増水、当該地域降雨状、巡視等により避難勧告 況
や降雨予測、 を発令するのが妥当と 判断されとき。
　　②河川氾濫のおそれがあるとき。
(3)避難指示
堤防が決壊するおそれあとき 堤防が決壊するおそれあとき （異常な
漏水の進行や亀裂等が発見さ れたとき ）

避難場所・避難経路

排水施設、排水資機材の操作・
運用

住民等への情報伝達の体制や
方法

避難誘導体制

河川水位等に係る情報提供

河川の巡視区間

水防資機材の整備状況

市町村庁舎、災害拠点病院等の
水害時における対応

別紙－１

西北圏域



【取組状況】
（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

洪水時における河川管理者からの
情報提供等の内容及びタイミング

・河川管理者と気象庁が共同で洪水予報を発表
し、自治体への連絡とマスコミ等を通じた住民への
周知を行っている。
　該当なし
・河川管理者が水位周知河川と指定して、自治体
への連絡とマスコミ等を通じた住民への周知を行っ
ている。　1河川（中村川）

避難場所・避難経路

・指定避難所一覧を市HPで公開しており、ハザード
マップにも掲載されている。
・避難経路はハザードマップに表示している（洪水、
津波）。
・避難施設の案内板を整備・設置している。

岩木川に関しては洪水ＨＭに記載（避難経路まで
の記載はなし）しているが、県管理河川について
は、ＨＭはないため、避難所及び避難経路の定め
はない

・町ホームページに、浸水想定区域図、道路冠水
想定箇所、洪水ハザードマップ等を公表している。
・ハザードマップを全世帯へ配布。

津波、高潮、土砂災害を想定した避難場所を指定
しているが、特別に河川の洪水等を想定したもの
ではない。

・市町村の指定避難所・指定緊急避難場所の指定
に対する指導・助言

・浸水想定区域図を作成し公表するなど、自治体
が作成するハザードマップの作成支援。
・1河川（中村川）において、今後５年間を目標に想
定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図を作
成公表。

住民等への情報伝達の体制や方
法

・防災行政無線、広報車、エリアメール、ラジオ、市
HPを用いて災害時の情報伝達を行う。

避難の勧告・指示の発令は防災行政用無線や広
報車、緊急速報メール、防災メールにより住民に伝
達するほか、警察や消防、消防団と連携し、直接、
戸別訪問や電話対応を実施する

・避難準備情報、避難勧告等を発令した場合は、
防災行政無線・広報車・消防団車両による広報活
動や、報道機関を通して実施。
・自主防災組織等の地域コミュ二ティとの協力・連
携により、避難対象地区住民への情報周知を図
る。

町として、追良瀬川及び笹内川、両河川とも警戒基
準水位到達時は防災行政無線で近傍地区に情報
提供する。また、登録制メールによって水防団に連
絡する。
その他、町内全域には気象台発表の警報の際は
防災行政無線（Ｊアラート）で情報発信している。

新しい気象情報は、気象庁HP等で住民に直接提
供している。

・Ｌアラートによる避難勧告等情報、避難所開設情
報の周知

・水位情報、河川監視カメラ映像の情報をリアルタ
イムで公開
・洪水お知らせメールにより水位などの情報発信

避難誘導体制

・市職員、市内消防組織、自主防災会と連携して避
難誘導を行う。

避難の誘導は町職員、消防職団員、自主防災組織
構成員等が当たるものとし、災害の状況によって
誘導できない場合は、自らの生命の安全確保を最
優先とする

防災計画によって風水害一般として、誘導・避難路
の設定等計画を作成することとしているが、具体化
はされていない。特に、洪水等においては想定浸
水域等の知見も乏しく、を想定した避難路・避難場
所を具体的には定めていない。

住民への防災知識の普及啓発の為に、気象庁WS
（大雨）や防災紙芝居等の教材を用意している。

　②水防に関する事項

項　　目 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

河川水位等に係る情報提供

・気象台、河川国道事務所より提供のあった情報
により、基準に基づいて避難情報を発令する。

現場を確認し、基準を超えた場合は要配慮者利用
施設や防災関係機関に直接電話等で連絡する

・目視による確認及び観測サイトにてリアルタイム
による情報収集。
・水防団事務職員より直接消防団へ連絡。
・消防団事務局職員が、各水位超過ごとに、電話
連絡、メール等で、消防団に連絡する。

追良瀬川及び笹内川について、警戒基準水位に達
した際に該当する近傍地域に防災行政無線によっ
て、周知している。

・河川管理者が基準水位観測所の水位により水防
警報を発表。

河川の巡視区間

・職員、水防団、自主防災会が連携して巡視を行
う。

地域防災計画に記載はないが、水防団（消防団）
に管轄する警戒区域の巡視を依頼している

・各消防団（水防団）の受け持ち区間について、出
動指令を受けて巡視を実施。
・職員・消防団（水防団）水防警報が発令された区
間を主として巡視を実施している。

出水時には、水防団による河川巡視
・重要水防箇所を公表し重点的に巡視。
・出水時には、河川管理施設を点検するため河川
巡視を実施。

水防資機材の整備状況

・市、水防団、自主防災会がそれぞれ水防資機材
を備蓄している。

公共施設や消防団詰所に土嚢1500袋を製作、水
防団には救命胴衣を60着整備している。そのほ
か、建設業協会との間で協定も締結している

・防災倉庫に水防資機材をストック
　土のう100袋、シート7.枚、排水ポンプ2台

町の水防倉庫に土のう２８００袋、スコップ５０丁、
シート２０枚、鉄線２０ｋｇ、排水ポンプ×２等を装
備。土のうについては、各消防団にも砂を入れた状
態で各２０体装備

・各地域整備部毎等に水防資機材を備蓄。

市町村庁舎、災害拠点病院等の水
害時における対応

・浸水が想定される区域に対象となる施設はない。 庁舎付近を流れる宮野沢川は堤防天板の嵩上げ
により越流等の被害はないものと想定される

　③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

項　　目 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

排水施設、排水資機材の操作・運
用

・市所管の機材を用いて排水を行う。
・災害の規模や排水箇所数によっては、市の協定
締結先等へ排水を依頼。

今泉川、昆布掛川、尾別川、薄市川、中里川につ
いては樋門等の操作に関する覚書を県と締結して
おり、内水の排水を行う体制を確保している。場合
によっては消防団の消防ポンプを活用して排水作
業を実施している

・協定締結先の民間業者等へ依頼し排水作業を実
施。
・消防団の消防ポンプを活用した排水作業を実施。

町として排水ポンプ２機装備
その他民間建設会社へ委託

・排水施設の配備はなし。
・管理委託業者へ依頼し排水作業を実施。

・市町村の避難勧告等の発令基準策定のための
指導・助言

・「避難勧告等のガイドライン」で避難勧告等の判
断基準のひとつとして記載されている洪水警報の
危険度分布を含む新しい気象情報の提供を開始し
た（5日先までの「警報級になる可能性」、危険度を
色分けした時系列、大雨（浸水害）警報と洪水警報
の危険度分布）。

・中村川
(1)避難準備情報
①避難判断水位８.９ｍ達し、なお水位の上昇が予
想される場合
②氾濫危険水位（特別警戒）９.７ｍに達すると見込
まれるとき
（2）避難勧告
①氾濫危険水位（特別警戒）9.7ｍに到達したとき
②氾濫危険水位以上の状態が継続し ている。
③異常な漏水等が発見されたとき。
（3）避難指示
①堤防が決壊するおそれあとき （異常な漏水の進
行や亀裂等が発見 されたとき）。
②決壊や越流が発生したとき。

・赤石川・鳴沢川
(1)避難準備情報
避難判断水位に到達し、当 該地域の降雨状況、
予測巡視等  において、さら水位の上昇が見込ま
れ、避難準備情報を 発令するのが妥当 と判断さ
れるき。
（2）避難勧告
①近隣河川の増水、当該地域降雨状、巡視等によ
り避難勧告 況や降雨予測、 を発令するのが妥当
と 判断されとき。
②河川氾濫のおそれがあるとき。
(3)避難指示
堤防が決壊するおそれあとき 堤防が決壊するおそ
れあとき （異常な漏水の進行や亀裂等が発見さ
れたとき ）

避難勧告等の発令基準

・五所川原市地域防災計画にて基準を定めてい
る。
（洪水災害、土砂災害、高潮災害、津波災害）

（職員独自調査）
避難準備・高齢者等避難開始：
水位観測所において、はん濫注意水位に到達し、
１時間後には避難判断水位に到達すると予想さ
れ、なお、水位の上昇が見込まれる
避難勧告：
水位観測所において、避難判断水位に到達し、１
時間後にははん濫危険水位に到達すると予想され
る、または河川はん濫のおそれがある
避難指示：
水位観測所において、はん濫危険水位に到達す
る。または堤防が決壊するおそれがある、大雨特
別警報が発表される

平成２９年度ガイドラインに沿って、避難勧告等の
発令基準を定めている。なお、追良瀬川及び笹内
川を水位周知河川に準じて警戒水位を定めるとと
もに、その他の小河川についても各種警報におい
て災害発生の恐れのある場合は、避難勧告を発令
することとしている。
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【課題】
（１）現状の水害リスク情報や取組状況の共有

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項

項　目 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

洪水時における河川管理者から
の情報提供等の内容及びタイミン
グ

・河川管理者と気象庁が共同で洪水予報
を発表し、自治体への連絡とマスコミ等を
通じた住民への周知を行っている。
　該当なし
・河川管理者が水位周知河川と指定し
て、自治体への連絡とマスコミ等を通じた
住民への周知を行っている。
　1河川（中村川）

避難勧告等の発令基準

・避難勧告等の発令について、市では近
年発令を行った事例が少ないため、発令
に係るノウハウ・実績が少ない。

職員独自で避難判断水位やはん濫危険
水位を設定したため、信憑性はなく、現場
での確認が欠かせない。

避難勧告判断基準の運用にあたり、タイ
ムリーな判断・運用ができるための経験
不足

防災担当者や住民に対する新しい情報
の更なる理解促進に努める。

避難勧告等の発令基準が未策定の市町
村がある。

避難場所・避難経路

過去に重大な災害の経験が乏しいため、
浸水の想定区域の判断ができない

特になし。 指定避難所・指定緊急避難場所を未指定
の市町村がある。

・浸水想定区域図を作成し公表するなど、
自治体が作成するハザードマップの作成
支援。
・1河川（中村川）において、今後５年間を
目標に想定最大規模降雨による洪水浸
水想定区域図を作成公表。

住民等への情報伝達の体制や方
法

防災行政無線について、J-ALERTの自動
起動は市浦地区のみである。

２８年度より防災メールを導入し、登録し
た方が防災情報を取得できるようになっ
たが、登録件数が少ない

・発災時に地域住民が的確な行動をとる
ことができるように避難の心得等の周知
徹底を図る必要がある。
・防災無線施設等の老朽化、更新が必要
である。

特になし。 ・要配慮者施設等に対する情報伝達の方
法

・災害時における防災ＨＰと県ＨＰの連携

・水位情報、河川監視カメラ映像の情報を
リアルタイムで公開
・洪水お知らせメールにより水位などの情
報発信

避難誘導体制

・近年は避難誘導につながるような災害
が少ないため、有事の際の体制構築に係
るノウハウ・実績が少ない。

発災時に地域住民が的確な判断ができる
よう避難の心掛け等の周知徹底を図る必
要がある

洪水等災害における避難・誘導計画の具
体化がされていない。

防災教育を気象台職員だけで取り組んで
いく事は難しい。避難勧告・避難指示（緊
急）が発令されても避難しようとしない住
民が大勢居る現状を、年に数回の出前講
座だけで解決出来るとは考えられない。
協議会の取り組みの中で、学校の教員や
企業に対してどうしたら避難していただけ
るのか話し合いをもてれば良いと考える。

　②水防に関する事項

項　　目 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

河川水位等に係る情報提供

量水標がない河川が多いため、現場での
確認が必須である。

特になし。
・河川管理者が基準水位観測所の水位に
より水防警報を発表。

河川の巡視区間

発災時に水防団が確実に活動できるとは
言い難い。また、受け持ち区間の距離が
長すぎる

特になし。
・重要水防箇所を公表し重点的に巡視。
・出水時には、河川管理施設を点検する
ため河川巡視を実施。

水防資機材の整備状況

・自主防災会の市内カバー率が低く、地
区によっては水防資機材の整備が進んで
いないと思われる。

建設業協会との間で災害時の応急対策
業務の協定を締結しているが、夜間の場
合は大型土嚢の搬送など対応が厳しい

特になし。
・各地域整備部毎等に水防資機材を備
蓄。

市町村庁舎、災害拠点病院等の
水害時における対応

防災拠点が水害にあう機会が少なく、代
替庁舎の利用などのノウハウ・実績が無
い。

　③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項

項　　目 五所川原市 中泊町 鰺ヶ沢町 深浦町 気象台 青森県（防災危機管理課） 青森県（河川砂防課）

排水施設、排水資機材の操作・
運用

・協定締結先への排水依頼が行われたこ
とがないため、有事の際の連携などのノ
ウハウ・実績が無い。

大規模水害の場合は、消防団のポンプの
みで排水するのは困難である

町として、地積が広く大雨の場合多発的
に浸水被害等が発生する可能性が大き
いことから、排水ポンプの数が十分とは言
えない。

・排水施設の配備はなし。
・管理委託業者へ依頼し排水作業を実
施。
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